第４号様式（営繕工事）（第11条関係）

積　算　内　訳　書

積算別内訳書・科目別内訳書

	
	 工事名
	
	

	
	 名　　　　　　 称
	 数　量
	  単　位
	  　単　価
	 　　金　　額
	備　考
	

	
	 ・見積り等積算根拠を示すものがあれば添付する。
	

	
	 ・山武市の金抜き設計書に対応する内訳書にする。
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	



	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 直接工事費計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 共通費
	
	
	
	
	
	

	
	 共通仮設費
	
	
	
	
	
	

	
	 現場管理費
	
	
	
	
	
	

	
	 一般管理費等
	
	
	
	
	
	

	
	     計
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	   合　計
	
	
	
	
	
	



[bookmark: _GoBack]記載要領
１　数量総括表に対応する内訳書とすること。
２　以下の様式に記載する内容と矛盾のない内訳書とすること。
３　契約対象工事の施工に当たって必要となるすべての費用を計上しなければならないも
のとし、発注者から受け取る請負代金から支弁することを予定していない費用（例えば、
本社の社員を活用する場合など本社経費等により負担する費用）についても計上するこ
と。
４　計上する金額は、計数的根拠のある合理的なもので、かつ、現実的なものでなければ
　ならないものとし、具体的には、過去の取引実績に基づく下請予定業者等の見積書、自
社の資機材や社員の活用を予定する場合は原価計算に基づく原価等を適切に反映させた
合理的かつ現実的なものとすること。
５　自社労務者に係る費用は直接工事費に、また、自社の現場管理員（技術者等）及び自社
の交通誘導員に係る費用は現場管理費にそれぞれ計上するものとし、一般管理費等には
計上しないこと。
６　入札者の申込に係る金額が、契約対象工事の施工に要する費用の額（上記３の定めに
　従って計上したもの）を下回るときは、その下回る額を不足額として一般管理費等の金
額に計上すること。
７　工事の施工に必要な費目との対応関係が不明確な「値引き」、「調整額」、「お得意様
割引」等の名目による金額計上は行わないこと。
８　発注者が別に様式を示した場合は、当該様式により作成すること。

添付書類に係る指示事項
下請予定業者や納入予定業者の見積書など積算根拠を示すもの（取引実績や購入原価等に裏付けられたもの）を添付すること。ただし、以下の様式及び添付書類によって積算根拠や取引実績等の裏付けが確認できる場合は、本様式の添付書類として添付することを　要しない。

